
産業能率大学通教校友会新潟支部 会則 
 
 

第１章 総則 

 

（名称・所在） 

第１条 本会は、産業能率大学通教校友会新潟支部と称し、本会の所在地は、支部長の住

所に置く。 

 

（目的） 

第２条 本会は、産業能率大学通教校友会（以下「校友会」という）本部のもとに設立さ

れ、校友会本部との意志の疎通及び連携に努めながら校友会事業を推進し、産業

能率大学通教校友会新潟支部会員（以下「会員」という）相互の親睦を深め、情

報交換並びに研鑚を図るとともに、併せて学校法人産業能率大学の発展に寄与す

ることを目的とする。 

 

（事業） 

第３条 事業年度は、毎年６月１日を始めとし翌年５月３１日までとする。 

２ 本会は、前条の目的を達成する為に次の事業を行う。 

（1）定期及び臨時総会の開催 

（2）「卒業を祝う会」の開催 

（3）親睦会の開催及び会員の情報交換の場の提供 

（4）研修会及び講演会の開催 

（5）校友会への協力及び支部活動の報告 

（6）その他、本会の目的を達成するのに適当と認められる事業 

 

（設立） 

第４条 本会は、２０１４年３月９日を設立年月日とする。 

 

（事務局） 

第５条 本会の事務局は、事務局長の住所に置く。 

 

（効力・施行） 

第６条 本会則は、本会の総会において承認を得ることにより効力を発する。 

  ２ 本会則は、制定、改定を問わず、承認の日から施行する。 

 

 

第２章 会員 

 

（会員） 

第７条 本会の会員は、正会員と準会員をもって組織する。 

２ 正会員は、産業能率大学通信教育課程の卒業及び校友会への入会を行った上で本

会への入会を希望し、所定の手続きを行った者とする。 

３ 準会員は、産業能率大学通信教育課程の在籍者で、卒業後、校友会及び本会の会



員となることを希望し、所定の手続きを行った者とする。又、卒業資格を得、校

友会への入会手続きを行った上で本会での活動継続の意思と卒業年月を事務局長

へ連絡することにより正会員と認める。 

４ 産業能率大学の関係者で、本会の会員となることを希望し所定の手続きを行い役

員会の承認を得た者については準会員と認める。 

５ 準会員は、本会独自の制度であり、校友会会員としての活動はできない。又、本

会において議決権は有せず、校友会本部からの各種助成金の支給対象等にはなら

ない。 

６ 会員は、届け出事項に変更が生じた場合は事務局長に速やかにこれを届け出なけ

ればならない。 

 

（入会） 

第８条 会員の入会は、所定の用紙又は入力フォームに必要事項を記入し事務局長へ提出

することによりこれを認める。但し、校友会本部又は他支部及びグループ同好会、

並びに学生会より退会勧告以上の懲戒処分を受けた者等、客観的妥当性のある相

当の理由が認められる場合については原則として入会を認めない。 

２ 再入会は、所定の手続きを行うことによりこれを認める。但し、本会において退

会勧告以上の懲戒処分を受けた者等、客観的妥当性のある相当の理由が認められ

る場合については原則として認めない。 

 

（休会） 

第９条 正会員としての活動が困難な場合は、事務局長へ届け出ることにより届け出の日

より３年の間休会することができる。又、復帰の際は同様に事務局長へ届け出る

こととする。但し、休会中は原則として議決権の行使を認めない。 

 

（退会） 

第 10 条 会員は、所定の手続きを行うことによりいつでも退会することができる。所定の

用紙又は入力フォームに必要事項を記入し事務局長へ提出することにより退会

を認める。 

２ 会員が死亡した場合又は 2年間連絡がない場合は、退会したものとみなす。 

３ 正会員は、休会期間経過後に復帰の事実が認められない場合は、退会したもの

とみなす。 

４ 準会員は、正会員としての資格を得た時点で会員継続の意思がない場合若しく

は産業能率大学通信教育課程を退学したときには退会の手続きを行うこととす

る。尚、退学に伴う退会手続きがなされていない場合は本会の事務局がこの事

実を確認したときに準会員の資格を喪失したものとする。 

 

（会員名簿・個人情報） 

第 11 条 事務局は、会員の氏名又は名称及び住所、その他必要事項を記載した名簿を作成

し、責任者として事務局長が管理する。 

２ 事務局は、会員名簿の内容を定期的に確認及び更新し、必要がなくなった情報

は遅滞なく消去しなければならない。 

３ 会員名簿並びに個人情報を含むデータの持出し及び印刷等を行う場合は、取扱

い及び情報漏洩に十分注意し厳重に管理しなければならない。又、不要になっ



た場合は情報漏洩や個人の特定ができない状態にして廃棄するものとする。 

４ 会員名簿は、本会の目的並びに会員サービス等の会員の不利益にならないもの

に限って使用するものとし、本人の同意なく目的外の利用をしてはならない。

但し、法令等に基づく場合はこの限りではない。 

５ 個人情報の項目、利用目的、収集方法等については「個人情報保護法」を厳守す

る。又、各種ハラスメントや差別に繋がるような情報については原則として収集

してはならず、会員又は本会の活動に参加しようとする者は、記載及び表明しな

い権利を有する。但し、客観的に必要性が認められその理由を明示している場合

においてはこの限りではない。 

６ 支部長は、名簿の管理が適正に行われているかどうかを定期的に監査するものと

する。 

 

 

第３章 役員及び役員会 

 

（役員） 

第 12 条 本会には、次の役員を置く。 

（1）支部長      1 名 

（2）副支部長     若干名 

（3）事務局長     1 名 

（4）会計       1 名以上 

（5）会計監査     1 名以上 

（6）幹事       若干名 

２ 必要に応じ、上記以外の役職を置くことができる。 

３ 支部長と会計監査は、各々他の役職を兼務することはできない。但し、他の役職

同士の兼務は妨げない。 

４ 役員は、正会員でなければならない。 

 

（役員の職務） 

第 13 条 役員の職務は、次の通りとする。 

（1）支部長は、本会の代表として会務を統括し本会の運営に当たる。但し総会及

び役員会の決議に反することは認めない。 

（2）事務局長は、本会の事務局の責任者として事務局業務に当たる。 

（3）副支部長は、支部長を補佐し支部長に事故ある場合はその職務を代行する。 

（4）会計は、本会の会計を担当し適切な会計業務及び資産管理を行う。 

（5）会計監査は、本会の会計業務を監視し会計及び資産の状況を監査する。 

（6）幹事は、本会の運営の為の諸業務を担当する。 

 

（役員及の任期） 

第 14 条 役員の任期は定期改選より２年とし、該当の定期総会終了までとする。但し、再

任を妨げない。 

２ 欠員又は増員により選出された役員の任期は、他の在任の役員の任期満了のとき

までとする。 

 



（役員候補の選出） 

第 15 条 役員候補は、自薦及び現役員１名以上の推薦により役員会において討議の上、現

役員の総意をもって決定する。 

２ 役員会に出席できない場合は、委任状又は議決権行使書を提出することをもって

代えることができる。 

３ 支部設立及び立て直し時、並びに役員会の解散に限りこれを必要としない。 

 

（役員の辞任・解任） 

第 16 条 役員が任期途中で辞意を表明したときは、翻意が難しい場合に限り、役員会にお

いて討議の上、総会での議決を経ずに承認することができる。 

２ 役員が、役職に相応しくない行動をとったとき、又は責務を果たしていないとみ

なされるときは、役員会において討議の上、総会での議決を経ずに任期途中で

解任することができる。 

３ 欠員により会務に支障を生じており書面決議を含む臨時総会の開催が難しい場合

に限り次期総会までの間、役員会において討議の上、代行者及び新役員候補を選

任することができる。但し、次期定期総会で必ず役職の変更を含む新役員の承認

の手続きを行わなければならない。 

４ 新役員候補として選任された者は、総会の議決を経ずに職務に当たることができ

る。 

５ 代行者の選任において、校友会本部に届け出の必要な役職以外の変更及び第１２

条第３項に反しない兼務を認める。 

６ 校友会本部への届け出が必要な役員については、代議員を除き届け出た内容につ

いて変更を行わない。但し、職務代行を行う場合は、顛末と代行者について校

友会本部への報告を行わなければならない。 

７ 代議員については、現役員より選出し速やかに変更届を提出する。 

 

（役員会） 

第 17 条 役員会は、会務や本会の運営に関する重要事項及び総会提出の議案を審議する。 

２ 役員会は、本会における執行権を有し、構成する役員の承認を総会にて得ること

により本会の運営を委嘱されたとみなす。代表者を含め役員が本会を代表した

行為をなす場合は、事前に役員会の承認を得なければならない。又、必要に応

じ付議事項として総会にて承認を得なければならない。 

３ 役員会は、必要に応じて支部長が招集する。 

４ 全役員の２分の１以上の請求があった場合は、これを開催する。 

５ 司会は、原則支部長が行う。 

６ 特段の定めがない限り役員会の決議は出席した役員の総意を原則とし、不可能な

場合に限りその３分の２以上をもって決する。 

 

（役員会の成立） 

第 18 条 役員会は、全役員の２分の１以上の出席をもって成立とする。 

２ 出席は、オンラインでの参加及び委任状又は議決権行使書の提出をもって代える

ことができる。 

 

（役員会の解散） 



第 19 条 役員全員が辞意を表明した場合は、役員会を解散したものとみなす。 

２ 役員会において解散を決議する場合は、役員全体の３分の２以上の出席がなけれ

ばこれを決議することはできない。 

３ 役員会の解散は、役員会に出席した役員の４分の３以上の賛成をもって成立する。 

４ 役員会が解散された場合は、旧役員の他薦により速やかに新役員候補を選出する。 

５ 新役員候補は、臨時総会において承認されなければならず、校友会本部への届け

出が必要な役員については承認され次第速やかにこれを行う。 

６ 書面決議を含む臨時総会の開催が難しい場合に限り、次期総会までの間、新役員

候補における代行を認める。但し、次期定期総会で必ず新役員の承認の手続き

を行わなければならない。 

７ 校友会本部への届け出が必要な役員については、届け出た内容について変更を行

わない。但し、職務代行を行うに当たり、顛末と代行者について校友会本部へ

の報告を行わなければならない。 

８ 代行者は、校友会本部が認めた場合を除き代議員会等における支部の議決権を有

しない。 

９ 役員会が機能していないと校友会本部がみなしたときは、役員会を解散したもの

として扱い、総会決議までの間、校友会本部の裁定に従う。 

 

（代議員） 

第 20 条 代議員は、役員会において役員より選出し、定期総会において報告する。 

２ 代議員は、校友会全体としての意思決定機関である代議員会において本会を代表

する。 

３ 任期を含む代議員に関する規定等は、校友会本部が定める会則等の当該箇所に従

うものとする。 

 

 

第４章 総会 

 

（総会の種類・開催・招集） 

第 21 条 総会は、定期総会と臨時総会とし支部長が招集する。 

２ 定期総会は、一年度に１回の開催をしなければならない。 

３ 臨時総会は、役員会が必要と認めた場合及び正会員の３分の１以上の請求があっ

た場合に開催する。 

 

（総会の成立） 

第 22 条 総会は、５人以上の正会員の出席をもって成立とする。 

２ 出席は、オンラインでの参加及び委任状又は議決権行使書の提出をもって代える

ことができる。 

 

（議長の選出） 

第 23 条 議長は、本会の支部長とする。 

２ 支部長が欠席の場合は、委任状の提出をもって指名に代える。 

 

（総会の付議事項） 



第 24 条 次の事項については、定期総会においてその承認を得なければならない。 

（1）前年度の事業報告並びに収支決算に関する事項 

（2）今年度の事業計画並びに収支予算に関する事項 

（3）役員選出及び改選に関する事項 

（4）会則改定に関する事項 

（5）その他必要と認める事項 

 

（総会の決議） 

第 25 条 総会の決議は、出席会員の過半数により決し、書面決議の場合は、返信した正会

員の過半数をもって決する。但し、可否同数の場合は議長が決する。 

２ 議長は、総会の決議において正会員としての議決権の行使を認めない。 

３ 準会員及び来賓等正会員でないものは、総会に出席はできるが議決権は有しない。 

４ 議決権を有しない者を代理人として指名することはできない。 

 

（議事録） 

第 26 条 議事録作成人は、議長が役員より指名する。 

２ 議事録は、内容に相違がない旨を証し、議長及び議長が役員より指名した議事録

署名人２名以上が署名又は記名押印しなければならない。但し、議長が支部長

でない場合は、支部長も責任者として署名又は記名押印しなければならない。 

３ 議事録には以下の項目を記載しなければならない。 

（1）会議名 

（2）日時及び場所 

（3）正会員の総数及び出席者数 

（4）議長及び議事録署名人の指名に関する事項 

（5）総会の成立に関する事項 

（6）開催目的、審議事項及び議決事項 

（7）議事の経過の概要及び結果 

（8）その他報告事項 

 

 

第５章 会計 

 

（会計年度） 

第 27 条 会計年度は、毎年６月１日を始めとし翌年５月３１日までとする。 

 

（収入・経費） 

第 28 条 本会を運営するための経費は、校友会本部からの助成金、会員からの参加費、そ

の他の収入を持って当てる。 

２ 入会金及び年会費は原則不要とする。但し、状況に応じ徴収する。 

３ 入会金及び年会費を徴収する場合は、総会において金額等を決議する。 

４ 本会を退会する場合は、如何なる理由であっても既に支払い済みの入会金及び年

会費は返金しない。立替金がある場合は、速やかに処理を行う。 

５ 役員会に出席する会員の交通費は、本会より支給する。但し、支給額は自宅     

から役員会開催地までを公共交通機関を利用して経済的かつ合理的に往復した 



場合の費用を上限とする。 

６ 役員の立替金の精算及び役員会の交通費に関する細則は、役員会で別途定める。 

 

（財産） 

第 29 条 本会の財産は、会員からの年会費等が一部含まれる場合があるが校友会本部から

の助成金が主体であり、その性質から預貯金等を含む全財産は総有とする。 

２ 会則又はそれに準じるものに定めがなく、かつ、総会又は役員会にて承認を得て

いない財産の移動は、本会の財産の名義人又は代表者であろうと、動産、不動

産に関わらずこれを一切認めない。 

３ 本会での正しい活動に伴う債務は、本会の財産の名義人又は代表者を含め本会が

有する財産内での有限責任とする。但し、不正や法令に反する行為等が行われ

た場合にはこの限りではなく、個人として損害賠償等の責任を有する。 

４ 本会が休会等にて校友会本部の管理下にある場合は、財産の管理を一時的に校友

会本部に委託したものとし、速やかに担当者に引渡さなければならない。 

５ 本会が解散する場合は、校友会本部の指示を仰ぎ、総会においてその承認と同時

に財産の処分を決定しなければならない。 

６ 本会が権利を有する金融機関口座に通帳と届出印が紐づいている場合は、不正防

止の為名義人及び代表者以外の役員が保管する。通帳は職務における便宜上会

計が保管し、届出印は別の役員が保管することが望ましい。不動産がある場合

は同様の管理とする。 

７ 本会が権利を有する財産の名義人又は代表者に変更が生じた場合は、生じた際若

しくは総会での決議を要する場合はその後に、速やかに内容の変更を関係機関

へ届け出なければならない。 

 

 

第６章 懲罰 

 

（懲罰基準・適用範囲） 

第 30 条 本会会員が次の各号の一に該当したときは懲罰の対象とする。 

（1）法令及び公序良俗に反する行為をなしたとき 

（2）各種ハラスメントを行ったと判断されたとき 

（3）他の会員への誹謗中傷等を行ったとき 

（4）秩序、風紀を乱す等、著しく校友会活動に相応しくない言動を行ったとき 

（5）校友会の信用を傷つける行為及び不正行為をなしたとき 

（6）他人への迷惑行為をなしたとき 

（7）校友会活動に著しく支障をきたしたとき 

（8）個人情報の漏洩及び私的流用を行ったとき 

（9）その他、校友会本部が定める懲罰規定及びそれに類する規定に抵触する行為

をなしたとき 

２ 本会及び本会会員が開催する各種行事等において、本会会員以外が前項に該当す

る行為を行った場合は、その所属する組織又は上位組織へ通報する。 

 

（懲罰の種類） 

第 31 条 前条の程度により懲罰は次のとおりとする。 



（1）厳重注意 （口頭又は文書による） 

（2）譴責   （始末書提出） 

（3）本会の活動停止 

（4）本会の退会勧告 

（5）本会の除名 

（6）校友会本部及び校友会本部懲罰委員会へ上申 

 

（懲罰委員会） 

第 32 条 懲罰委員会は、当事者を除く全役員で構成する。 

２ 委員長は懲罰委員の互選により決定する。 

３ 懲罰委員会は、当事者全員及び関係者より聴取し懲罰を決定する。その際必要に

応じて校友会本部、第三者機関及び外部有識者の意見を聴取することができる。 

４ 懲罰委員会において決議を行う場合は、懲罰委員の２分の１以上の出席がなけれ

ばこれを決議することはできない。但し、オンラインによる場合は出席とみな

す。 

５ 懲罰は、全懲罰委員の４分の３以上の同意をもって決定する。前条第 6 号に該当

した場合は、校友会本部の懲罰規定及びそれに類する規定とその裁定に従う。 

６ 懲罰委員会に出席できない場合は、委任状又は議決権行使書を提出することによ

り議決権を行使することができる。但し、委任対象者は懲罰委員会の出席者の

中からの記名委任に限る。記名なき場合は無効とする。 

 

（不服申立） 

第 33 条 処分に不服があるときは、当事者双方ともに通知があった時点から２週間以内に

委員長に文面にて申し出ることにより懲罰委員会において弁明及び異議申し立

ての機会を与えるものとする。 

２ 懲罰委員会は、申立内容について改めて審議し結果を申し出者へ通知する。 

 

 

第７章 ハラスメント防止 

 

（目的・適用範囲） 

第 34 条 本章は、本会においてハラスメントの防止及び適正な対応を図ることにより、会

員相互の信頼と健全な校友会活動の推進を確保することを目的とする。 

２ 本会会員の校友会における全活動及び支部活動に関与する全ての者に適用する。 

 

（ハラスメントの定義） 

第 35 条 本章におけるハラスメントとは、以下の行為を指す。 

（1）セクシュアル・ハラスメント（セクハラ） 

（2）パワー・ハラスメント（パワハラ） 

（3）モラル・ハラスメント（モラハラ） 

（4）その他、マタニティ・ハラスメントやジェンダー・ハラスメント等、社会通

念上一般に認知されているとみなされるハラスメント 

２ セクシュアル・ハラスメントとは、性的な言動により相手に不快感や精神的苦痛

を与える行為を指し、具体的には、性的な冗談、身体への不適切な接触、不快



な視線等をいう。 

３ パワー・ハラスメントとは、社会的地位や権限を利用して他者に精神的・肉体的

な苦痛を与える行為を指し、具体的には、暴言、侮辱、過度な業務負担の強制、

無視等をいう。 

４ モラル・ハラスメントとは、人格を否定するような言動や態度を繰り返し行う行

為を指し、具体的には、悪意のある噂の流布、無視や仲間外れ、精神的に圧力

をかけること等をいう。 

５ その他、校友会本部、公的な団体及び機関の定義に準じる。 

 

（責務） 

第 36 条 本会は、ハラスメントの防止を徹底し会員が安心して活動できる環境を提供する

責務を負う。 

２ 本会は、校友会本部の協力の元に会員に対しハラスメントに関する定期的な研修

や講習を行うように努め、周知や啓発活動の推進を通じてハラスメントの防止

に尽力する。 

３ 本会のハラスメント相談窓口は役員会とし、会員及び関係者に周知し相談しやす

い環境を整えなければならない。 

 

 

（附則） 

１ ２０１４年０３月０９日  制定、施行 

２ ２０１４年１２月２１日  一部改定、施行 

３ ２０２０年１２月１５日  一部改定、施行 

４ ２０２４年０６月０１日  一部改定、施行 

５ ２０２５年０６月２８日  全面改定、施行 


